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　給与所得者で確定申告の必要がない方でも、次のような場合で、源泉徴収された税金が納め過ぎに

なっている場合には、還付を受けるための申告（還付申告）により税金が還付されます。

①　災害や盗難、横領により住宅や家財などの資産に受けた損害などについて雑損控除を受ける場合

②　病気やけがなどで支払った多額の医療費について医療費控除を受ける場合

③　家屋を住宅借入金等で新築や購入、増改築等をして、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受

ける場合など

　※給与所得者で確定申告の必要がない方が還付申告をする場合は、その他の各種の所得（退職所得を

除く。）も申告が必要です。

　※それぞれの控除の適用を受けるための要件や必要な添付書類等を事前にご確認ください。

　※国税還付金の受取りは、口座振込をご利用ください。

確定申告が必要な方

　所得税及び復興特別所得税の確定申告は、毎年１月１日から12月31日までの１年間に生じた全ての

所得の金額とそれに対する所得税及び復興特別所得税の額を計算し、申告期限までに確定申告書を提出

して、源泉徴収された税金や予定納税で納めた税金などとの過不足を精算する手続です。

　※日本国内に住所を有しているか、又は現在まで引き続いて１年以上居所を有している方（居住者）

のうち非永住者以外の方は、所得が生じた場所が国の内外を問わず、その全ての所得について所得

税及び復興特別所得税を納める義務があります。

　※平成25年分から平成49年までの各年分については、復興特別所得税を所得税と併せて申告・納付す

ることとされています。

　　確定申告書の作成に当たっては、復興特別所得税の記入を忘れずにお願いします。

所得税及び復興特別所得税の確定申告とは

　社会保障・税・災害対策分野において、行政手続の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公

平・公正な社会を実現することを目的として、社会保障・税番号（マイナンバー）制度が導入されました。

平成28年分以降の所得税等の確定申告書には、

　

　が必要になります。

【本人確認書類の例】例１　マイナンバーカード

　　　　　　　　　　例２　通知カード＋運転免許証、公的医療保険の被保険者証など

　マイナンバーカードを利用して、ご自宅のパソコンからｅ－Ｔａｘで送信する場合は、本人確認書類を

別途送付する必要はありません。

詳しくは、国税庁ホームページ「社会保障・税番号制度〈マイナンバー〉」

（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｎｔａ．ｇｏ．ｊｐ/ｍｙｎｕｍｂｅｒｉｎｆｏ/ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍ）をご覧ください。
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